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はじめに

本稿は戦後トヨタの人事管理の特性を解明し

ようと続けている一連の作業の一部である。筆

者はトヨタの社内報で報道される人事関連情報

（入社報道，昇格報道，定年退職，出向・転籍報

道，勤続表彰報道）をパソコンで網羅的に読み

込んで，TOYOTAWorker’sCareerData（略称

TWCD）と名付けたデータベースを構築してき
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戦後トヨタにおける昇格管理
─昇格と競争─
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私はトヨタ自動車の社内報が報道している人事関連情報を網羅的に読み込んでTWCD（TOYOTA
Worker’sCareerData）と名付けたデータベースを構築してきたが，本稿は過去４０年間（１９６４～２００４
年）のトヨタにおける昇進・昇格管理の様相を概観している。主な発見事実は以下のようである。①
最近のトヨタでは毎年２万５千人ほどの社員が昇格を期待して待機しているが，実際に昇格できるの
は３千人程度であり，１００人あたりでは１２，３人にすぎない。②過去４０年間，トヨタは技能系（ブルー
カラー）よりも事務・技術系（ホワイトカラー）の職位を拡充・増加させていて，組織の発展を製品
技術部門や生産技術部門，また組織管理部門を強化することで追求してきた。③個別の職位では技能
系も事務・技術系でも課長級が突出して増加していて，組織の活力を中間管理職の増加から引き出し
てきた。他方，キャリア初期の班長級と係長級の職位増加は抑制されていて，近い将来，平社員の状
態で止まる者が多くなると予測できる。④技能系と事務・技術系社員を比較したところ，昇格率（職
位構成比），選抜率，定年退職者の退職時の地位などで，事務・技術系社員の方が相当に優遇されてい
る。⑤定年退職者の４割ほどが会社離脱時に地位のない平社員の状態にあり，トヨタの人事管理は長
期勤続は奨励するが，必ずしも年功昇進を保障するものではない。⑥通説では，日本の大企業社員は
大多数が年功とともに横並びで昇進していき，年功昇進が慣行になっている１）とか，トーナメント型
の競争はキャリアの終局で行われるに過ぎない２），という理解に反して，トヨタではキャリアのごく
初期からトーナメント型競争が行われている。
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たが，本稿は約６万人，２５万レコード（エクセル

の行）からなるTWCDを使って，日本的雇用慣行

の大きな論点である昇格（昇進）管理と競争の一

端を分析する。計量的な分析についてはTWCD

をSPSSに読み込んだSPSSファイルを使う。な

お本稿が考察する期間は１９６４～２００４年とする。

日本の労働問題研究者の間では，広く日本的

雇用慣行という用語が用いられていて，その具

体的な内容についても，質的な特性解明につい

ては相当の分析がなされてきた。しかし，量的

なデータに基づく分析はそう多くはない。例え

ば，毎年の人事異動で何％程度の社員が昇進・

昇格しているかとか，長期精勤の後の退職時に

はどの程度の社員が，どんな地位で退職してい

るか，というような点についてはほとんどデー

タがない。私は日本的雇用慣行といわれる制度

のさまざまな側面を計量面から明らかにするこ

とを目指しているが，本稿では昇進と競争につ

いて分析する３）。

１．トヨタの職位体系

本論の前にまずトヨタの職位体系と昇格ステ

ップ，職位という概念について説明しておく。

本稿では入社して一般社員（平社員）となった

段階を第１ステップとしている。トヨタの地位

構成は大卒と高卒の事務系ならびに技術系社員

（ホワイトカラー）の場合は上の表１のように

一般→係長→課長→次長→部長→役員の６ステ

ップである。この６ステップを基本に，時代に

よって様々な名称の職位ないし肩書きが使用さ

れた。副課長，課長心得，課長待遇，課長補佐

などがある。本稿では単純化と簡素化のために

様々な補助的な名称は捨象して，例えば課長補

佐に昇格した段階で課長に昇格したものと見な

している。また早く１９５０年代から部署，部ない

し課の管理に当たる職位とスタッフの相互交流

が実施されていて，スタッフとしての担当員

（係長相当），主担当員（課長相当），主査（次

長・部長相当）という呼称も使われている。こ

れらのスタッフとしての呼称も職位の呼称に読

み替えてコード化している。また１９９０年代にな

ると職能資格制度が導入されてラインの職位と

は別に上級専門職（係長級），基幹職３級（課長

級），基幹職２級（次長相当），基幹職１級（部

長相当）という呼称も用いられるようになっ

た。技能系では EX（班長相当），SX（組長相

当），CX（工長相当）の職能資格が用いられた。

これらの資格名称も職位に読み替えている。役

員は細かくいうと平取締役，常務取締役，専務

取締役，副社長，社長などがある。また相談役

や顧問，参与，監査役などもあるが，部長以上

についてはすべて役員として同じコードを当て

ている。
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表１ 事務・技術系と技能系の職位・資格と昇格ステップ

第 ７
ステップ

第 ６
ステップ

第 ５
ステップ

第 ４
ステップ

第 ３
ステップ

第 ２
ステップ

第 １
ステップ

ステップ
順位

採用区分

役員級
部長
主査
基幹職１級

次長
主査
基幹職２級

課長
主担当員
基幹職３級

係長
担当員
上級専門職

入社・一般職位・資格
事務･技術系社員
大卒・高卒・男・女

部長
主査
基幹職１級

次長
主査
基幹職２級

課長
主担当員
基幹職３級

工長
CX級
CL

組長
SX級
GL

班長
EX級

入社・一般職位・資格
技能系社員
養成工，登用社員
高卒定期採用



技能系では，入社段階は新入社員の一般職で

あり，以後，班長→組長→工長となる。工長は

係長と同等・同格とされていて，工長以上は技

能系も課長，次長，部長とホワイトカラーの地

位構成に合流していく。技能系の場合のステッ

プ数は工長（係長）までに班長と組長の地位が

あるので事務・技術系より２段階多い８ステッ

プになるが，技能系で役員になった例はないの

で実態としては部長までの７段階である。つま

り一般職→班長→組長→工長→課長→次長→部

長となる。

技能系と事務・技術系の区分を職能区分と呼

ぶことにして，学歴との関係を述べると，技能

系社員の学歴は，中卒で技能養成所に入所して

基礎的技能訓練を受けた「養成工」，中卒ない

し高卒で何度かの転職の後にトヨタの期間工・

臨時工となり正社員に登用された「中途採用・

登用社員」，高卒新規で採用され生産現場に投

入された「新規採用高卒技能員」の区別があ

る。事務・技術系では「高卒新規採用事務員」，

「同技術員」，高専，大卒，大学院卒新規採用の

「事務員」と「技術員」の別がある。これらは

「採用区分」として人事上別のグループとして

管理されている。ここでの留意点は事務・技術

系社員には高卒と，高専・大卒以上の２区分が

あることである。女子は大卒，高卒，中卒があ

るが，全て新規採用の事務員である。ただし

TWCDはごく一部のデータを除くと学歴と入

社形態を識別できないので，技能系社員と事

務・技術系社員の２つの職能グループの比較が

中心になる。

また本稿では昇格数という用語を多用する

が，昇格数というのは社内報が「昇格者」とし

て報道した社員名のカウント数である。内容と

しては職位，資格，スタッフ呼称で表示される

ことがあるが，本稿で昇格数というのは，全て

職位に読み直した数値による。関連して

TWCDはポスト長への昇格と職能資格の昇格

を厳密には区別できないので，班長級という表

現でこの両方を含める。

昇格という概念に関連して，多くの先行研究

が確認しているように，日本の会社は内部昇進

制を採っているので，あらゆる空席は社内の人

員で埋められる。トヨタも同様であり，ごくご

く希な例外（例えば，通産官僚の天下り，メイ

ンバンクからの派遣役員，豊田家一族の特急昇

進）を除いて内部昇進が大原則である。つまり

役員も部長も新規採用の平社員からスタートし

て職位を１段ずつ昇っていく。この間，２階級

特進はなく，降格もない。本稿ではこうした内

部昇進制を大前提にして昇格率，昇進率につい

て論じる。

２．全体状況 人事空間の変容

最初にTWCDのデータを中心に，トヨタの

社史や有価証券報告書の時系列データも使っ

て，１９６４年から２００４年までの４０年間のトヨタの

人事空間の変容について考察する。ここで結論

を先取りすると，この４０年間にトヨタの従業員

数は増加し，ポスト数も増加し，昇格者数も増

加したが，昇格できずに待機している昇格待機

者数が格段に多くなったので，全体としての昇

格率は大幅に低下している。ところが，最近の

トヨタ社員の平均年齢と平均勤続年数はどんど

ん伸びていて，社員たちはいやが上にも昇格に

関心を持たざるを得なくなっている。

１競争状態の概要

はじめに本節での分析手法の要点を述べてお
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く。まず班長から役員までのすべての職位の昇

格数を合計して昇格合計数を得る。次に一つ上

の地位を目指して待機・残留している待機数を

求める。他方でトヨタを転籍，定年等で退職し

た排出数を求める。待機数から排出数を差し引

いた値を実質残留数とする。実質残留数の累計

を求めて待機者プールとする。昇格数を待機者

プールで割ったパーセントを昇格率と規定して

その動向を分析する。この方法で計算した結果

を表２として示したので，一番下の行の平均値

と増加倍率にも留意しながら参照されたい。

①従業員総数：人事空間の基本変数はその規

模であり，規模は従業員総数で把握する。トヨ

タ社史と有価証券報告書から拾った従業員総数

（男女，技能系，事務・技術系，訓練生を含む正

社員数）は列①である。従業員総数は１９６０年代

には３万人台だったが，２０００年代になって

６５０００人台まで，約３倍に増加した。

②部の数（新聞報道による）：社内報は定期

異動の際にその年の部の総数を合計値で示して

いる（列②）。部はいわば組織の機能単位の仕

切であり，組織の骨格ともいえる。組織の拡大

は組織の機能分化をもたらし，職位＝ポストの

増加をもたらす。報道に依れば１９６０年代には７０

に満たなかった部の数は，２０００年代には２００を

越えるようになり，４倍にまで増加した。これ

によつてポストとしての部長の数も増え，次長

以下のポストも増えた。

③昇格合計数：昇格合計数というのは

TWCDが補足している班長以上，ないし係長以

上の職位に昇格した人数の合計である。班長昇

格数＋組長昇格数＋……＋部長昇格数＋役員昇

格数として算出している（列③）。昇格合計数

は６０年代には数百程度だったが，２０００年代に入

って３千程度にまで９倍の増加をみた。つま

り，従業員が増え組織が拡大・分化して部の数

も増えてポストが多くなった結果，ある年度に

班長から役員まで，何らかの地位に昇格できる

可能性も高まった。

④待機数合計：通常，班長に昇格した者はそ

の上の組長を狙う。係長に昇格した者は課長を

狙う。しかしその全員が上に昇格できるわけで

はなく，選別・淘汰が行われて一部は昇格でき

るが，残りはそのままの地位に留め置かれる。

そこで，ある地位に昇格したが，その上に進む

ことができずに残留している人数を，全地位に

ついて求めて待機数合計として列④に示した。

計算の方法としては，ある年度において班長に

昇格した人数から組長に昇格した人数を引いた

値を組長待機者と規定する。さらに組長昇格を

果たしたが，まだ工長に昇格していない者を工

長待機者と規定するなどして，すべての地位に

ついての待機者数を足し上げた値が待機数合計

である。１９６０年代には２～６００人程度だった待

機数合計は２０００年代になると，１８００人近くまで

増加していて，増加倍率は７倍を超えている。

⑤排出数：すべての待機者が残留し続けるわ

けではなく，一部は出向・転籍や定年退職で自

然減耗する。社内報は出向・転籍，定年退職な

どの制度的な退社・排出については報道するの

で，年度毎の排出数を拾った（列⑤）。ここで

は排出数それ自体に関心があるのではなく，待

機数合計－排出数として，列⑥の実質残留数を

計算するのが目的である。

⑥実質残留数累計＝待機者プール４）。ある地

位への選抜は，その地位を目指して待機してい

る者全員を候補としてなされる。例えばある年

度の組長昇格者は前年までに班長に昇格した

が，まだ組長に昇進していない全待機者から選

ばれる。３年前の班長昇格者にも１０年前の班長
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表２ トヨタ関連主要指標
⑩⑨⑧⑦⑥⑤④③②①

平均勤続計平均年齢計
昇格率

（③昇格合計／⑦待
機者プール）（％）

実質残留数累計
＝待機者プール

実質残留数
（④－⑤）排出数待機数合計昇格合計部の数

（新聞報道）従業員数西暦

４.７２５.９２６３.３１０９１０９４９１５８２８７２０７８３１９６４
４.９２５.３１２７.１３３６２２７６０２８７４２７２２３３０１９６５

７５.１５３５１９９６６２６５４０２４６２５４８４１９６６
４.６２５.９７３.２８８２３４７７７４２４６４６５６３００６６１９６７
５.１２６.５６９.５１３７２４９０１１３６０３９５３６１３３６８１１９６８
５.１２６.５４９.９１９１４５４２９８６４０９５５６９３６５８１１９６９
５.５２７.３３０.５２２２４３１０１０６４１６６７８８０３９８１４１９７０
５.９２７.９３４.５２７４２５１８１０１６１９９４７８６４０３２２１９７１
６２８.３２７.４３２０７４６５１１４５７９８７８８６４１０３２１９７２
６.７２８.９２４.７３６９０４８３８９５７２９１１９２４２６２０１９７３
６.９２９.１２０.４４１８２４９２２９５２１８５４９４４４４８４１９７４
７.３２９.４１３.２４５４５３６３１４３７７６０１９９４３３９９１９７５
７.７３０.１１３.７４９０１３５６２５３８１６６９９２４３５１４１９７６
８.３３０.４１３.１５２５５３５４４０３９４６９０９２４３９５１１９７７
９.１３１.３１４.５５６８５４３０４１４７１８２５９５４４２７４１９７８
９.９３１.９１６.４６１４７４６２１２０５８２１０１１９６４４８４９１９７９
１０.２３２.１１９.２６７４２５９５１５５７５０１２９２９８４６４０２１９８０
１０.３３２.３２１.０７５８９８４７１４１９８８１５９２１０５４８１８１１９８１
１０.５３２.４２０.４８５０６９１７１７９１０９６１７３６１１３５５３５４１９８２
１０.６３２.２２０.０９４９７９９１２１３１２０４１８９８１４１５７００５１９８３
１１.１３２.６１８.２１０３４１８４４３１５１１５９１８８３１４３５９１６４１９８４
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昇格者にも建前としては，チャンスは与えられ

ている。つまり，過去全ての班長昇格者は組長

選抜のプールをなす。そこで全地位についての

実質残留数累計を求めた。表２─列⑦のよう

に，実質残留数累計は１９６０年代には千人程度だ

ったが，２０００年代には２万人を越えるまでに増

大していて，表２では８０倍になっている。

⑦昇格率：次に実質残留数累計のなかで実際

に昇格できた者の比率＝昇格率を求めた。昇格

率＝昇格合計／実質残留数累計（待機者プー

ル）×１００として算出した結果を表２─列⑧に示

した。これによると１９６０年代には実質残留数累

計の半分以上が昇格できていたが，２０００年代に

なると１０％ほどにまで低下している。つまり

１００人の待機者のなかで１０人程度しか昇格でき

なくなっている。昇格合計数は線形に増加してい

るが，残留数累計は指数関数的に増加しているの

で，昇格率は急速に低下していることが分かる。

ここまでの説明の要点を下のグラフ（図１）

に示した。グラフの縦の棒は（左目盛り）年度

毎の昇格数の合計（つまり，班長級，組長級か

ら部長級，役員級までの全地位昇格者の合計

値）であり，先の表２の列③の状態を示してい

る。単位は実人数である。折れ線は毎年の待機

累計数の中で何らかの地位に昇格した人数の比

率であり，表２の列⑧の様子である（右目盛り）。

昇格合計数は大勢としては毎年増加している

こと，しかし，待機者として累積している中か

ら昇格できる者の比率は年毎に低下しているこ

とが明確である。

２労働者の質的構成の変化

次に１９６４年から２００４年までの間に生じたトヨ

タ社員の質的構成の変化に目を移す。言い換え

ると，これまで地位状況を中心に分析してきた

が，ここから視点を地位獲得を競う主体として

の社員に移して，上で検討した表２の平均年齢

（列⑨）と平均勤続年数（列⑩）について検討する。

平均年齢（列⑨）：有価証券報告書によると，
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図１ 昇格合計数と待機者昇格率の推移



社員の平均年齢は１９６４年には２６歳だったが，

２００４年には３７歳にまで，１.４倍になった。

平均勤続年数（列⑩）：勤続年数の平均値も

この間に大きく伸長して，５年未満から１６年程

度にまで３倍ほど伸びた。

これらの数字の意味を，社員のライフステー

ジの観点から位置づける。１９６０年代の年齢２６

歳，勤続５年未満という数字は，当時の社員の

多くは職業的な探索期にあって，相当数が単身

であり，定着と昇格への関心を失って途中退職

する者も多かったと想定できよう。２０００年代の

年齢３７歳，勤続１５年の社員は，職業的安定期に

入り，結婚して家計責任を負っている者が大多

数であろう。社員たちは１９６０年代とは比べもの

にならないほど生活の安定と収入の増加と，さ

らには社会的自己確認の源泉を会社に依存する

ようになっていることは間違いない。その焦点

には昇格があるだろう。

以上，１９６４年から２００４年までのトヨタにおけ

る昇格問題からみた人事空間とその内部の社員

の特徴は次のようであった。

①従業員数が増加して，組織の機能分化が進

んだことからポスト数も多くなり，単年度とし

ては昇格待機者数は相対的に減少してきたの

で，見かけの上では従業員に占める昇格者の比

率は改善されてきているが，昇格競争の実態を

より正確に示す待機者プールに対する昇格者比

率は低下していて，最近では毎年２万５千人ほ

どいる待機者プールの中で昇格できるのは３千

人程度であり，１００人について１２，３人にすぎ

ない。この値は２０００年代になって低下傾向にあ

り，競争は激化している。

②最近のトヨタの平均的な社員は年齢が３７

歳，勤続が１５年に達していて，生活の安定と向

上のためにも，自己確認のためにもますます強

く昇格に関心をもつようになっている。

③要するに，ますます昇格が困難になる人事

空間の中で，ますます多くの社員は昇格に関心

を持たざるをえない状態にある。

④バブル崩壊以後に急増した非正規社員の領

域では労働市場の流動化が伝えられているが，

TWCDが分析してきたトヨタの正規社員につい

ては，一層の個別企業への内部化が進んでいる。

３．昇格数増加状態

以上で１９６４年～２００４年の間に生じたトヨタの

競争の変容について全体像を鳥瞰した。次に技

能系と事務・技術系に分けて班長級から部長級

まで，さまざまある職位の中で何が増加したの

か，社員間競争の前提となり，枠組みとなる職

位数の増減について検討する。下の表３は

TWCDが捕捉している年度別，地位別昇格数で

ある。以下の分析と記述はこの数値に基づいて

進める。

次ページの表３は年度を単位に時系列で分析

することも可能だが，説明は煩雑になるので，

５年刻みの７期間に分けて検討する。まず，

１９６５年～２０００年の３５年間を５年刻みに７区間に

分けて，識別のために簡単な名称を付けた。①

１９６５～１９７０年・高度成長後期，②１９７１～１９７５

年・石油不況前期，③１９７６～１９８０年・石油不況

後期，④１９８１～１９８５年・経済大国前期，⑤１９８６

～１９９０年・経済大国後期，⑥１９９１～１９９５年・平

成不況前期，⑦１９９６～２０００年・平成不況後期，

がこの７区分である。次に班長から役員までの

毎年の地位別昇格数を，この５年を単位とする

７期について集計した。その上で，①の高度成

長後期の地位別昇格数を１として，それぞれの

区分ごとの倍率を求めた。例えば，①期の班長

戦後トヨタにおける昇格管理（辻 勝次） 7
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表３ 年度別・職位別・昇格数
事務・技術系社員の年度別昇格数技能系社員の年度別昇格数

昇格合計８役員級７部長級６次長級５課長級４係長級西暦昇格合計７部長級６次長級５課長級３工長級２組長級１班長級西暦

１０７２１０３１６４１９６４１８０１１１８６４９６１９６４

５９１５８１９６５３６８２２７１１０２２９１９６５

６９１１４５４１９６６３３３１６１０６２１１１９６６

９６１６１０１１６８１９６７５５０２２６１６５３５７１９６７

１１９５１８２９６７１９６８８３４２６７２２９５３６１９６８

１３７１７１２３７８０１９６９８１８３６４１９０５６１１９６９

６２１４１６３２９７１９７０６１６１５３１４６４１６１９７０

２２２２１６１６７４１１４１９７１７２５４５４１６０５０７１９７１

２２５１１５１６５０１４３１９７２６５３７６６１４３４３７１９７２

２１８１１０１９５０１３８１９７３６９３１４６９１７５４３５１９７３

２７０１１４２０７１１６４１９７４５８４３４９１７４３５８１９７４

２２３４１２１１５７１３９１９７５３７８１３８９７２４２１９７５

２２１２１４１７６７１２１１９７６４４８７４２１３７２６２１９７６

２７２２１１３０８２１４７１９７７４１８５３８１２６２４９１９７７

２４８４１３２１６５１４５１９７８５７７２６６４１７５３３０１９７８

２６３２０２６９０１２７１９７９７４８１７６４２２１４５５１９７９

２８８７８３１９０１５２１９８０１００４１４１０５２８０６０５１９８０

３２６９３９１００１７８１９８１１２６６１７１００３３９８１０１９８１

４３０１５１０４６１０５２５４１９８２１３０６３８１０８３３０８５７１９８２

５７１１２０７７１４７３２６１９８３１３２７４１３１１３３１８８７９１９８３

５６１５３８７５１３３３１０１９８４１３２２１１５１０６３４６８５４１９８４

６１６２４３７６１４０３５５１９８５１３６９４１６１１７３３９８９３１９８５

７５７１０３８８７１５０４７２１９８６１４６８７１７１３３３７２９３９１９８６

８２４３５６１０４２１０４５１１９８７１４１９６１６１３９３６９８８９１９８７

８７３１４６５１０２２２２４７０１９８８１３６５４２０１３３３４０８６８１９８８

９０８６０８５２８３４８０１９８９１４１８３２６１３１３８４８７４１９８９

１０９０３７５１２９３３０５５３１９９０１５６４３２５１６０４３２９４４１９９０

１１８３３６６１３３３１０６７１１９９１１４２３３２２１８８５３７６７３１９９１

１４３５１８４３１５３３３５８８６１９９２１８４５３２４２１２５３４１０７２１９９２

１３０８３６１５２３１４８０６１９９３１８２９５２５１９６５３６１０６７１９９３

１２３１１１３３１４４３１３７３０１９９４１７９８４２５１６３５４７１０５９１９９４

１２９８５４０１５５３２５７７３１９９５１８５０３２８１７３５６２１０８４１９９５

１３６４２０５３１５６３５３７８２１９９６１８２７４３０１５７５５７１０７９１９９６

１３６１７５０１６２４２６７１６１９９７１８４８５３６１７５５６２１０７０１９９７

１３３０１３６６１６２４６５６２４１９９８１８８０２８４１１７１５９４１０６４１９９８

１３６７３５９１５４５２０６３１１９９９１９１１１６４５１８１６２５１０５３１９９９

１４２５６８１２８５２８７０１２０００１８７６１８４０１６８６０９１０５０２０００

１５８４３７６９１４５５４９７８４２００１１９２１２９４５１７４６２０１０７１２００１

１４８３９７０１３８５６３７０３２００２１９５５９４１１７１６２６１１０８２００２

１４１４６９１６２５４６６３７２００３１９８１１１０４２１７２６３５１１２１２００３

１１１２６３１７６４４２４３１２００４１９４７１８４５１７２６１７１１０４２００４

２８９５０２０７１３６４３２１４８６６０１５５０５合計４９６４２８１２４７４１４５７３１４４２８２９７６８合計

注：①集計では同姓同名者と氏名判読不能者は疑義データとして除外している。疑義データはTWCD全約２５万レコードの１０％程度ある。②１９７０年
の係長のセルは元資料の散逸によって欠損であるが，計算では９７を代入して作業した。



昇格数の合計は２３１０で，②期の班長昇格数は

１９７９である。そこで②期班長昇格数／①期班長

昇格数を求めると，１９７９/２３１０＝０.９が得られ

る。さらに，③期班長昇格数／①期班長昇格数

として０.８が得られる。このようにして全地位，

全区間の値を求めた。

１技能系社員

こうして算出した数値を下のようなグラフ

（図２）にした。まず技能系について検討する。

棒は左から班長級，組長級，工長級，課長級，

全地位昇格合計であり，次長級と部長級につい

てはケースが少ないので除外している。また一

番右には従業員総数（表２の①列）について同

じ方法で算出した棒を加えている。まず，各期

ごとの合計数に注目すると，グラフのスタート

である①高度成長後期を１とすると，最後の⑦

平成不況後期の増加倍率は２.７倍であった。技

能系の全地位合計は３倍にまで増えなかったこ

とが分かる。この値を従業員総数の伸びと比較

すると，従業員総数はこの間に１.８倍になってい

るので，従業員の増加よりも昇格数の増加がいく

らか大きかったといえる。技能系従業員のなかで

役職保持者の比率がやや増えたことが分かる。

次にそれぞれの期間の昇格合計値をみると，

②石油不況前期では０.９，③石油不況後期でも

０.９であり，この両期には技能系の昇格数は減

少したこと，昇格・昇進状況は悪化したといえ

よう。他方，一番大きく増加したのは⑦平成不

況後期の２.７倍，次いで⑥平成不況前期の２.５倍

である。世間では長期大不況といわれながら，

トヨタは社員に順調な地位供与を行った。また

従業員総数の伸びよりも昇格数が多いことで社

員の昇格はいくらか緩和された。

次に地位の種別（つまり棒の種類）に目を移

すと，どの期においても課長級の増加が突出し

ている。課長級は，３倍，４倍，７倍，１０倍，

１２倍，１９倍と急増している。技能系出身課長を

増強することで生産現場，ひいては会社全体の

活力を引き出した様子がうかがえる。課長級の

戦後トヨタにおける昇格管理（辻 勝次） 9

図２ 技能系社員の昇格増加率



増強に次ぐのが工長級だが，増加状態は課長級

に比べれば少ない。多くても３倍ないし４倍に

止まっている。さらに増加が抑制されたのが班

長と組長である。これらは２倍ないし３倍の増

加に終わっていて，従業員総数の増加にも追い

ついていない期がある。

全体としていうと，従業員総数は①期から⑦

期の間に２倍弱の増加に止まったが，役職合計

は３倍弱になった。従業員のなかで，ポストに

就いていたり，職能資格を取得している者の比

率がいくらか高まったことは事実である。

職位では班長級と組長級などの下級管理職の

増加を極力抑制して，工長級と課長級などの中

級管理職を増加させた。

２事務・技術系社員

次に事務・技術系について同じように検討す

る（図３）。棒は左から係長級，課長級，次長

級，部長級であり，役員級についてはケース数

が少ないので除外した。また一番右に技能系の

グラフと同じ従業員総数の棒を加えている。

まず３５年間の全体を概観すると，従業員総数

はすでに技能系の箇所で述べたように１.８倍に

増加したが，事務・技術系労働者の職位や職能

資格保持者は１３倍にまで増えている。技能系で

はこの値は３倍弱だったことからいうと，事

務・技術系の職位が顕著に増加したことが分か

る。増加倍率は期の順に２倍，２倍，５倍，８

倍，１２倍，１３倍と一貫して増加していて，また

増加の大きさも期の順に大きくなっている。会

社の発展，成長の牽引役を現業部門ではなく管

理部門や技術部門においていること，また組織

の統制，統括力を強化したことが明らかであ

る。これに関連して技能系では石油不況前期と

石油不況後期には昇格数は減少していたが，事

務・技術系ではこの期間にも２倍ほどの増加を

みている。

事務・技術系昇格数の急伸の中にあって係長

立命館産業社会論集（第４３巻第２号）10

図３ 事務・技術系社員の昇格増加率



級の増加は抑制されている。また部長級の増加

も抑えられていて，どの期も１０倍を超えること

はない。部長級は特に⑥期，⑦期の抑制が大き

い。１９９０年初頭に実施された「組織のフラット

化」の影響かも知れない。それに対して課長級

の昇格はどの期にも突出して大きい。経済大国

後期に１０倍，平成不況前期に１３倍，平成不況後

期に１９倍と大きく伸びている。事務・技術系で

は底辺層（係長級）と上層（部長級）の増加を

抑制して，中間部分の課長級の増加を重視した

ことが分かる。

ここで，この項の要点をまとめる。

①①期の１９６５～１９７０年の高度成長期の値を１

とすると，従業員総数は⑦期の平成不況後期の

１９９６～２０００年には２倍弱にまで増加した。技能

系では昇格合計数は３倍弱になり，事務・技術

系では１３倍になった。事務・技術系社員のポス

トや職能資格保持者を大幅に増加・強化して，

組織の統制を強化しつつ発展の機関車役をこの

部分に託した。

②従業員の増加状態に比較すると，技能系も

事務・技術系も昇格数の増加の方が大きく，両

職能ともにいくらから昇格しやすくなり，いわ

ゆる役付き労働者の比率は高まった。この傾向

は事務・技術系で特に強く現れている。

③職位の種類で見ると技能系では班長，組長

の増加を抑制して，工長と課長を，なかでも課長

を著しく増加させた。技能系出身課長を大幅に増

やすことで生産現場の活力を向上・強化した。

事務・技術系社員については，係長と部長の増

加を抑制して中間的な課長を顕著に増加させた。

④その結果，組織の形態は当初はピラミッド

型だったが，技能系では底辺部分の班長級と組

長級を，事務・技術系では係長級の増加を抑制

しつつ上部の部長級を圧縮した。加えて中間の

課長級を大幅に膨らませたので，真ん中が膨ら

んだ楕円型へと変化してきた。

⑤下級職位（班長，組長，係長）の増加を抑

制したことで，将来的には技能系でも事務・技

術系でも，役職なしの平社員で滞留する労働者

が増加することが予想される。

４．競争状況

ここまでの分析は組織の地位体系の分析が中

心であった。次に過去４０年間の社員の競争の状

態を，①職位別昇格数と，②上位職位経験数を

下位職位経験数で除した選抜率と，③引退社員

の引退時の地位，という３つの指標を使って概

観する。

１職位構成比から見た競争

下の表４技能系昇格数の構成比をみよう。地

位別昇格数の構成比は，地位体系の観点からは

組織としてのトヨタが，組織を機能的に統括・

統合する目的で編成したピラミッド構造の骨格

である。過去４０年間の技能系職場の平均的な組

織編成は，下の表４に見るように１人の課長の

戦後トヨタにおける昇格管理（辻 勝次） 11

表４ 技能系昇格数の構成比

合計
第７ステップ第６ステップ第５ステップ第４ステップ第３ステップ第２ステップ

技能系社員
部長級次長級課長級工長級組長級班長級

４９６４２８１２４７４１４５７３１４４２８２９７６８昇格合計実数

１００％０％０％１％９％２９％６０％構 成 比



下に１０人の工長，３０人の組長，６０人の班長が配

置されていたといえる。

この構成比は社員の競争の観点からは，１９６４

年から２００４年の期間に班長から部長級まで，そ

れぞれの職位に昇格した者の合計数である。こ

の間，社員たちは上位の地位を求めて競争した

のであるが，その総括的な帰結である。過去４０

年間に昇格を果たした技能系社員は約５万人に

上ったが，その６割は班長に，３割は組長に，

また１割は工長に昇格した。それ以上の地位へ

進んだ者はほとんどいなかった。技能系社員で

課長，次長，部長にまで昇進できたのは合わせ

て２％足らずであった。

次に事務・技術系社員の場合について検討す

る。下の表５事務・技術系昇格数の構成をみよう。

組織の地位体系の観点からいうと，過去４０年

間の事務・技術系職場の職制編成は一人の役員

の下に５人の部長，１０人の次長，３０人の課長，

５０人の係長が配置されていた。

社員の競争の観点からいうと，過去４０年間に

何らかの地位に昇格した事務・技術系社員は約

３万人になった。そのうち第２ステップの係長

に進んだ者が５割，第３ステップの課長が３

割，第４ステップの次長が１割である。それ以

上の昇進はきわめて少数になる。

なお，ステップ別の構成比は技能系と事務・

技術系ではほとんど同じであり，上の表３と表

４の実数についてのカイ自乗検定では有意差は

あるが，構成比の数値では有意差はない。トヨ

タの人事管理はこの面では技能系と事務・技術

系に対してほぼ同一の運用がなされている。

２選抜率

上で論じた構成比は，競争と淘汰の指標の一

つであるが，内部昇進制が貫徹されているトヨ

タの競争の様相を，より実態に即して把握する

には，選抜率を使うのが適切だろう。つまり，

技能系社員の場合，全ての工長は組長経験者か

ら選抜され，全ての組長は班長経験者から選抜

される。選抜率は組長数を班長数で割ることで

得られる。一つ上の地位人数／一つ下の地位人

数×１００である。あるステップから一つ上のス

テップへと，選抜局面を越えることができた者

の比率である。なおTWCDは新入社員数を捕

捉していないので入社→班長（係長）選抜率を

把握できない。班長→組長昇格局面での選抜率

から検討する。

表６のように，班長級の人数は約３万人であ

立命館産業社会論集（第４３巻第２号）12

表５ 事務・技術系昇格数の構成比

合 計
第６ステップ第５ステップ第４ステップ第３ステップ第２ステップ事務・技術系

社員 役員級部長級次長級課長級係長級

２８９５０２０７１３６４３２１４８６６０１５５０５昇格合計実数

１００％１％５％１１％３０％５４％構 成 比

表６ 技能系選抜率

合計
第７ステップ第６ステップ第５ステップ第４ステップ第３ステップ第２ステップ

技能系社員
部長級次長級課長級工長級組長級班長級

４９６４２８１２４７４１４５７３１４４２８２９７６８昇格合計実数

１００％６％１７％１６％３２％４８％選 抜 率



り，組長級は約１万５千人である。選抜率は

４８％である。つまり班長→組長の局面で５割が

淘汰されたことが分かる。一度組長になった段

階で過去の競争はリセットされて，新しい競争

局面が生じると考えると，組長数を１００として，

工長数の％を求めることになる。その値は３２％

であり，組長→工長の局面で２/３が淘汰されて

いる。技能系の選抜は初期ステップ段階から厳

格であり，その傾向は全ステップで維持されて

いる。全段階厳選型といえる。

事務・技術系選抜率

事務・技術系社員の場合には表７のように，

第２ステップから第３ステップへの局面で５６％

が昇格している。４割は脱落していることは事

実だが，技能系と比べるとかなり緩やかであ

り，この傾向はその他のステップでも同じであ

る。事務・技術系社員の選抜状態は全段階楽選

（？）型といえる。

上に，技能系と事務・技術系の選抜率の違い

をグラフ（図４）にしたので，参照されたい。

ここでの要点は，①競争集団の２人に１人以上

が脱落する状況をトーナメント競争であると考

えると，技能系も事務・技術系も最初の選抜段

階からトーナメント型になっていて，大多数の

社員が年功とともに昇進していくという通説と

しての年功昇進説は再検討されなければならな

い。②ホワイトカラーは地位を求める人びとと

戦後トヨタにおける昇格管理（辻 勝次） 13

表７ 事務・技術系選抜率

合 計
第６ステップ第５ステップ第４ステップ第３ステップ第２ステップ事務・技術系

社員 役員級部長級次長級課長級係長級

２８９５０２０７１３６４３２１４８６６０１５５０５昇格合計実数

１００％１５％４２％３７％５６％選 抜 率

図４ 技能系と事務・技術系の選抜率比較



も言われ，かれらの昇進競争は厳しく激しいと

信じられてきたが，TWCDでは技能系社員の方

が厳しい競争にさらされている。

３定年退職社員の退職時地位（１９６２～１９６８年）

地位構成比と選抜率に基づいて技能系と事

務・技術系を比較しながら，社員の競争と淘汰

の一端を見た。この２つの指標では，注５で述

べたデータ構築上の制約があるので，平・一般

社員の動向について立ち入れなかった。そこで

次に平社員を含めて地位状況を確定できる排出

報道，なかでも定年退職報道を使って地位達成

と選別の状態をみることにしたい。ここでの問

題意識は長期・精勤を重ねてきた社員に対し

て，会社は地位報酬の面からはどのように報い

てきたのか，また長期勤続の過程で行われた競

争が最終的にどのような結果になったのか，を

検討するこことにある。

この問題を分析するためには，円満退職者の

退職時に到達していた地位・資格を，平社員退

職者の数や比率も含めて把握することが必要で

ある。ここで円満退職者というのは定年退職者

と本人の同意を得て行われる出向と転籍による

トヨタからの離脱を意味している。出向・転籍

については原則としてトヨタ離脱時の地位を報

道している社内報は，なぜか定年退職者の地位

を報道しない。それでも社内報は１９６２～１９６８年

末まで定年退職者の退職時職位を報道したこと

があった。以下の分析はこの１９６２～６８年の定年

退職者，出向・転籍者のデータに基づく。ケー

ス数では約７００である。

上記期間にトヨタを円満離職した人数は下の

表８のように約７００人であり，うち６００人，８５％

（６００/６９９×１００）は定年退職者である。転籍は

約１０％，出向は５％である。合計欄にあるよう

に全体の３９.３％が地位・資格なしの平社員とし

て離職している。平で退職した社員が４割とい

う数字を，適切に評価できる他社のデータを筆

者は持ち合わせていないが，別計算によると彼

らがトヨタを離脱するまでの勤続年数の平均は

２４年である。２４年精勤した社員の４割が平退職

というのはいかにも厳しい。ともあれ離職者の

最大多数は無位・無資格で退職している事実を

確認しておこう。次に多いのが班長級の２割，

次いで組長級と工長級の１割が続いている。課

長以上は合わせても１５％に達しない。定年退職

者に限ると平退職は４５％になる。ここに現れて

いるトヨタの人事管理方針は，長期雇用を奨励

するが，勤続を理由とする年功昇進は行わな

い。昇進・昇格は本人の能力と会社のポスト事

情次第だ，ということであろう。

出向・転籍に目を移すと，出向者の２８％は課

長級であり転籍者の３５％は部長級である。定年

退職者は平社員，出向・転籍者は中級ないし上

級管理職の地位にあったことが分かる。職能別

に見ると，技能系社員の大多数は平退職してい

るが，事務・技術系社員の多数は何らかの地位

に就いた状態で出向・転籍している。

次に定年退職者の状態に絞って競争の結果を

考察する。定年退職時に平社員のままだった人

の職種区分を６），配属部署や職場経歴を手がか

りに判別したところでは，技能系では４３％，事

務・技術系では５３％が平退職であり，予想に反

して事務・技術系の平退職が多い。しかし事

務・技術系の平退職のなかに２５人の女子社員が

含まれている。女子を除いた男子事務・技術系

社員の地位構成は，平退職が３５％，係長級が

２１％，課長級が３３％，次長級が５％，部長級が

６％である。男子社員については技能系が

４４％，事務・技術系では３５％が平退職になる。
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技能系への地位供与は乏しかったことが確認で

きる。

ただし，４割もの社員が平退職している状況

は，これ以後に改善されたことは確実である。

なぜかというと，１９６２年，６３年には６～７割を

越えていた平退職率は，６４～６５年には３割に低

下し，さらに６７～６８年には２割にまで減少して

いるからである。この減少の理由は，１９５９年の

元町工場の立ち上がりを機に，会社の急膨張が

始まったことにある。このころから従業員数は

急増し，ポストもまた急増した。すでに退職間

近な年齢（この頃の定年年齢は５５歳である）に

達していた６２～６３年の離職者は，わずかの時間

差でこの波に乗り遅れた。これに対して，６７～

６８年退職者はこの大波に乗ることができたので

ある。企業内人生における退職時の地位もま

た，日本の経済・社会の大状況や会社の組織事

情に大きく規定されている様子がうかがえ

る７）。

以上，選抜と競争に関して，昇格合計数の構

成比，選抜率，引退社員の退職時地位という３

つの指標について検討した。これらの論述をま

とめておこう。

①昇格合計数の構成比では技能系も事務・技
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表８ 出向，転籍，定年退職者の地位（１９６２～６８年）

合 計
退職・転籍・出向

退職時地位
定 年転 籍出 向

２７５２７０４１
０ 一般・平

３９.３％４５.０％６.０％３.１％

１２３１２１１１
１ 班 長 級

１７.６％２０.２％１.５％３.１％

９０８６０４
２ 組 長 級

１２.９％１４.３％０.０％１２.５％

８１７７２２
３ 工 長 級

１１.６％１２.８％３.０％６.３％

２９１３１０６
４ 係 長 級

４.１％２.２％１４.９％１８.８％

５１２６１６９
５ 課 長 級

７.３％４.３％２３.９％２８.１％

１４３７４
６ 次 長 級

２.０％０.５％１０.４％１２.５％

３３４２４５
７ 部 長 級

４.７％０.７％３５.８％１５.６％

３０３０
８ 役 員

０.４％０.０％４.５％０.０％

６９９６００６７３２
合 計

１００.０％１００.０％１００.０％１００.０％



術系もステップの順に減少している。つまり技

能系では班長級＞組長級＞工長級＞課長級であ

り，事務・技術系では係長級＞課長級＞次長級

＞部長級＞役員級となっていた。ピラミッド構

成を持つ組織で内部昇進制を実施する当然の結

果であろう。

②選抜率では第２→第３ステップですでに２

人に１人以上が脱落するトーナメント型になっ

ていて，大多数が年功とともに横並びで昇進し

ていくという年功昇進・横並び説は再考される

必要がある。またホワイトカラーの競争は厳し

いと信じられてきたが，技能系社員の競争の方

が厳しい。どの段階を取っても事務・技術系は

技能系よりも１０％程度楽に上位に進むことがで

きている。

③円満退職者の構成比では，平退職がほぼ４

割である。男子定年退職者に限っていうと，技

能系では５割が，事務・技術系では４割が平退

職である（図５）。ここから判断すると，長期

勤続を理由にした年功昇進は行われず，能力主

義管理が貫かれている。少なくとも１９６０年代半

ばまで女子社員で何らかの昇格を果たした事例

はなかった８）。

まとめにかえて

筆者はTWCDを使って戦後トヨタにおける

日本的雇用慣行の運用実態を可能な限り計量的

に分析することを課題としているが，今回は社

員間競争について基礎的な分析を加えた。類

書，類論の少ない領域なので発見した事実は多

いが，それらの要点は当該箇所で説明している

ので繰り返さない。

最後に，トヨタ労働者から見た最近の人事管

理上の問題点としては，全般的な昇格環境が厳

しくなっている上に，班長級，組長級，係長級

の昇格数・率が大きく抑制されてきたことで，

今後，地位を得られない平社員が急増する可能
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図５ 男子定年退職者の退職時地位（１９６２～１９６８年の場合）



性がある。また課長級労働者が過剰に集積され

つつあり，この事態は彼らの競争意識を刺激し，

働き過ぎにつながるのではないかと危惧する。

（２００７/８/２５）

追記
本論は文科省の科学研究費補助金を得て２００３～

２００７年まで続けてきた「新しい職業能力と職業経歴
の動向に関する研究，その発展的展開」（平成１５年
度～１８年度科学研究費補助金基盤研究（B）課題番
号１５３３０１１３）と題する共同研究の成果である。研究
助成自体は２００７年３月末に終了したが，本稿が依拠
しているTWCDはこの助成によって構築すること
ができた。

注
１） 竹内（１９９５）は同じ年度に入社した同期入社

者がある地位に同時に昇進する現象を同期同時
昇進＝「ともぞろえ方式」と呼んでいる。

２） 今田・平田（１９９５）は社員のキャリアを３段
階に区分して，初期キャリア＝一律年功型，中
期キャリア＝昇進スピード競争型，後期キャリ
ア＝トーナメント型としている。

３） 筆者はこれまでTWCDの構築手法やその全
体構造，また内容についての若干の分析を行っ
ているので辻（２００５，２００６，２００７a）を参照され
たい。

４） 残留数累計というのは選抜・淘汰の複雑な実
態を大幅に単純化した仮想的な理論値である。
実際の昇格では，今年班長に昇格した人は同じ
年に組長に昇格するなどの２階級特進はほとん
どない。少なくとも数年間の待機期間を経て組
長への昇格候補者と成ることがトヨタの社則で
規定されていると思われる。ここでは班長に昇
格した者は同じ年に組長昇格候補になると仮定
している。また残留期間中に出向・転籍，定年
退職する数は考慮しているが，自己都合で退職
する社員数は把握の術が無い。これに関連して
図１の１９６０年代の折れ線が急激に落ち込んでい
るのは，TWCDは１９６４年以前の累積数を把握し
ていないことによる。

５） TWCDが捕捉している約６万（５９４６３）人の
うち社内報の昇格報道から地位情報を得ている
レコードはほぼ９０％である。社内報は技能系で
は班長以上，事務・技術系では係長以上の地位
に昇格した者でないとその存在すら報道されな
い。言い換えるとどれほど多くの平・一般社員
がいてもその人数を知る術はない。TWCDは
勤続表彰記事からレコードを取り込んでいる
が，勤続報道では氏名と配属職場は報道される
が，地位は報道されない。いづれの報道によっ
ても平社員の数や状態は把握できない。その結
果４８８８レコード，約１０％の社員の地位は欠損に
なっている。１０％の欠損を含むデータを使って
地位構成や選抜率を論じるのは危険なので，こ
こでは地位属性が確実な班長以上に限って分析
した。平社員が平社員であると確定できるのは
１９６２年から１９６８年の退職報道に出てくる２７５人
に限られる。

６） TWCDは昇格データについては班長，組長，
工長などの昇格地位が明記されているので，こ
れらで始まる社員を技能系とし，係長から始ま
る社員を事務・技術系として識別している。他
方，ほとんどの定年退職データには地位情報が
ないので，退職時地位を分析すること自体が不
可能である。ただし，ここで分析している１９６２
～６８年の期間に限っては，定年退職者は，本人
の氏名，地位，簡単な職場経歴に顔写真を付け
て報道されたので，この職場経歴を手がかりに
して職種を判別し，写真から性別を判別するこ
とができた。

７） １９６２年には７割を越えていた平社員退職比率
が１９６８年には２割にまで減少したこの局面は，
日本の近代化と工業化に伴う人間類型の急激な
変化という観点からみると特別の意義がある。
戦前を含めて１９６０年までは日本の労働者は平で
退職するのがむしろ多数派であり，意識の面で
は平退職が当然だと考えていたのであろう。
M・ウェーバーのいう伝統主義段階にあったと
いえる。しかし，高度成長と軌を一にしたトヨ
タの急成長はポストの急増をもたらした。その
結果，多数の労働者は何かの地位に昇進するこ
とができるようになり，地位を求めて競争する
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ことができるようになった。その結果，競争の
存在を是認し，自らもそれに参加する人間類型
を急増させたのであろう。合理主義といわない
までも近代主義的な人間類型が急速に大量に日
本社会に出現したのはこの局面であったといえ
るのではなかろうか。高度成長期は経済的な側
面だけでなく，人間類型においても大きな歴史
的な転換をもたらしたものと思われる。

８） キャリアデータの分析で出会う困難の一つ
に，現役社員と引退社員の扱いがある。引退社

員はすでにキャリアが終結しているので，それ
以上の地位の上昇は生じない。他方，現役社員
の一定数は順次上の地位へと昇進していく。こ
うした問題を処理するために統計ソフトには生
存分析のプログラムが組み込まれているが，筆
者にはなじめない。本論では表４の昇進率（地
位別構成），表６の選抜率などについて，引退
社員と現役社員を混みにしたデータを用いてい
る。引退と現役とでは地位別構成がどの程度違
うのか検討した結果を下の表９と表１０に示した。

技能系では最初の昇進地位に相当する班長級
（第２ステップ）で現役（６５％）が多く引退
（４７％）が少ない。それ以外の地位・ステップ
ではすべて引退が多く現役が少ない。事務・技
術系の場合も同様に最初のステップである係長
級で現役（６２％）が多い他はすべて引退が大き
い。こうした現象が現れるのはもちろん，現役
の班長や係長は定年までに上位の地位へ昇進し
ていく事象を捉えていないからである。本論の
表の読み取りにはこの点を留意してほしい。
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表９ 引退社員と現役社員の地位別構成（技能系）

合計
第７ステップ第６ステップ第５ステップ第４ステップ第３ステップ第２ステップ

技能系社員
部長級次長級課長級工長級組長級班長級

１３６０２７８７４２９２２１８４４９６６３６５
引 退

１００％０％１％３％１６％３３％４７％
３６０４０１３７３１２２３５５９９３２２３４０３

現 役
１００％０％０％１％７％２８％６５％

表１０ 引退社員と現役社員の地位別構成（事務・技術系）

合 計
第６ステップ第５ステップ第４ステップ第３ステップ第２ステップ事務・技術系

社員 役員級部長級次長級課長級係長級
８８２３１０８９７４１８７７２８０６３０５８

引 退
１００％１％１１％２１％３２％３５％
２０１２７９９３９０１３３７５８５４１２４４７

現 役
１００％０％２％７％２９％６２％
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Abstract:Thispaperbriefly examines40 yearsofToyotaMotorCorporation’spromotion

managementpolicy(1964-2004).IhavecompiledadatabasecalledTWCD (ToyotaWorkers

CareerData)bycomprehensivelycollectingandprocessingpersonnel-relatedinformationreleased

inToyota’shousejournal.

Therearesixmajorfindings:(1)InToyotatoday,about25,000employeesareonawaitinglist

forpromotioneachyear.Ofthem,however,only3,000peoplecanberaisedtoahigherstatus,or

12or13outofevery100.(2)Duringthepastfourdecades,moreemphasishasbeenplacedon

thecreationofnewpostsandtheincreaseofthenumberofpostsatthewhite-collarlevelof

clericalworkersandengineersthanattheblue-collarlevel.Thecompanyhaspursuedits

organizationaldevelopmentbyreinforcingthedepartmentsofproducttechnology,manufacturing

technologyandorganizationalmanagement.(3)Intermsofindividualjobtitles,amarkedrisewas

observedinthenumberofpostsofmanager(sectionchief)amongbothblue-collarworkersand

clericalworkers/engineers.Thisindicatesthatthegrowthofmiddlemanagementpersonnelisthe

lifebloodoftheorganization.Incontrast,thenumberofpostsatthelevelofteam leaderand

assistantmanager,whichareintheearlystageofthepromotionprocess,hasbeenkeptdown.

Thenumberofthoseremainingasemployeeswithnotitleisexpectedtoincreaseinthenear

future.(4)Acomparisonofblue-collarworkersandclericalworkers/engineersindicatesthatmore

favorabletreatmentisgrantedtothoseatclerical/engineerlevelintermsofpromotionrate(post

compositionratio),selectionrate,andthepositionofthoseatretirement.(5)About40%ofthose

atthemandatoryretirementagearerank-and-fileworkerswhentheyretirefrom thecompany.

ThismeansthatToyota’shumanresourcemanagementsystemencouragesthelongserviceofits

employees,butseniority-basedpromotionisnotnecessarilyguaranteed.(6)Itisacommonly

acceptedviewthatalargenumberofemployeesofmajorJapanesecompaniesattainpromotions

basedonlongevity(1)orthattournamentselectioniscarriedoutonlyatthelaterstageofcareer(2).

AtToyota,however,employeesparticipateintournamentsfromtheearlystageoftheircareers.

Keywords:ToyotaMotorCorporation,humanresourcemanagement,promotionmanagement,

career
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